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はじめに
　租税回避の深刻化を受けて，2012 年以来，OECD は BEPS（BasicErosionandProfit
Shifting）プロジェクトを進めている。OECD の推計によれば，租税回避により年間 1,000
億ドルから 2,400 億ドル（世界全体の法人税収の 4％から 10％）の税収が失われている。
この状況を改善すべく BEPS プロジェクトは 15 の行動計画に基づき実施されており，移
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BEPS プロジェクトが発足した。さらに，2013 年に BEPS 行動計画が公表され，2014 年
の中間報告をへて，2015 年に BEPS 最終報告書が公表されたことで，BEPS プロジェク
トの枠組みが完成した。
　BEPS プロジェクトに関して注目すべきは，第 1 に G20 の要請から始まっている点であ



















　また，行動計画 7（PE 認定の人為的回避の防止）では PE 認定の人為的な回避に対処











（2） 経団連資料（2016）p.15 では , 新興国などが BEPS プロジェクトに参加する理由を「BEPS 問題に対処する
なかで , 自国の課税権を維持・拡大できると考えたからこそ，検討に加わった」と分析されている。
（3） BEPS 行動計画に関しては OECD（2013）を参照。
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　表 1 に示されるように，BEPS 行動計画は，性質に応じて 4 つのカテゴリーに分けられ
る。それは，すべての OECD／G20 加盟国が一貫した実施を求められる「ミニマム・ス





行動計画 5，6，13，14 が分類される。既存のスタンダードの改正には，行動計画 7 と行
動計画 8 から 10 が含まれる。共通アプローチには，行動計画 2，4 が分類される。そして，











は行動計画 2，3，4，5，実体性には行動計画 6，7，及び行動計画 8—10 が分類され，透明




































































































































（13）諸外国の税制改正に関しては，経済産業省（2016）pp.182—323 及び EY 税理士法人（2017）pp.214—313 を参照。
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行動計画 13 の移転価格文書化は三層構造，③国によって必要な情報が異なる可能性の 3
点があげられる。
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〔抄　録〕
　本稿では，BEPS プロジェクトが世界的に展開される中，行動計画 13 の移転価格文書
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